
（法第10 条第1 項第5 号関係）

設 立 趣 意 書

　これまでの各地域における地方自治（公共サービス）は、行政が管理的に提供し、住民
は供給される立場でした。しかし、日本が先進国としての成熟期に入った今、地方自治に
おける今後のあるべき姿（新しい公共）は、「地域住民」が地域の特色を生かしつつ、自
ら公共サービスの提供者となること、「行政」は住民に場を提供し、信頼し、権限を移譲
することが求められていきます。
　今後の地方自治においては、職員数が減少する一方で、多様化する住民ニーズにも応え
ていく必要があり、これからの行政職員はスペシャリストとゼネラリストの両方の要素を
求められ、量から質への転換、職員個々の能力向上が必要不可欠となります。
　このような現状の中、公務員（元を含む）の自発的な研修会を支援し、さまざまな業務
上の問題や課題などを議論し、解決していく。また、地域社会、行政などからの要望に応
じた、税知識、地方自治体の仕事に関する知識の普及向上を図り、住民の行政への高い関
心及び住民の自立活動を構築して行くことを目指していくことが必要だと考えます。
　このため、国や地方自治体でもない新しい公共の形・立場として行うため、ここに社会
的信用の得られやすい「特定非営利法人　ローカルガバメント・ネットワーク（略称）Ｌ
Ｇ Ｎｅｔ」を設立いたします。

　平成２３年１０月１９日認可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人 ＬＧ Ｎｅｔ　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者　堀　　博　晴　


